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中国帰国者の住生活に関する研究（第１報）
圃白くて楽しい （８）自立研修センターに対する帰国者の意識（セン
ターのない府県の在住者の場合）
自立研修センターのない自治体の帰国者57世帯に
対し，センターに対する意識を尋ねたところ，「あっ
た方がよい」は６７％（37/55）であり，「わからない」
と「なくてもよい」は18％（10/55)，15％（8/55）
となっている．「あった方がよい」の理由として主に
｢日本語の勉強などで通えるから」「いろいろと相談で
きるから」「沢山の帰国者と知り合えるから」などが
あげられている．自立研修センターのない府県に在住
する帰国者の約2/３にセンター設置の希望がみられる
点は注目できる．
（９）日本語教室について
センターは設けられていないが，日本語教室は設置
されている自治体の帰国者に日本語教室について尋ね
たところ，５割強（26/48）の帰国者は「楽しい」と
答え，４割強（22/48）の帰国者は「気が重い」と答
えている．「気が重い」と思う理由として，約７割が
｢遠すぎる｣，約３割が「上達しない」をあげている．
これらは自立研修センターに対して「気が重い」と思
っている理由と同様である（前掲3-(7))．「遠すぎる」
点については帰国者の年齢や身体的状況から，日本語
教室の増設などが考えられる．またセンターや日本語
教室への通所が不便なところに住む中高年層の帰国者
の自宅に，日本語と中国語の両方できる人材を斡旋し
て派遣し，日本語の指導や生活習慣の相談に応じるボ
ランティア活動を進める方法も考えられる．
図13．自立研修センターへの通所について
Ⅳ＝6１（不明を除く）．センターのある自治体の居住者の場
合．
受けることができる．
帰国者の通所の状況については，センターのある
府県に在住する帰国者88世帯中（不明の１２世帯を除
く），帰国後1年未満（つまりセンターが利用できる
対象者）は１０世帯であるが，利用者はわずか４世帯
である．言葉・生活習慣等の習得のためにセンターへ
の通所が必要とされるのに通所しない帰国者が多いの
は，センターのあり方に原因があるのではないかと思
われる．過去の経験も含めて「センターに行くこと」
について在住の全世帯にたずねると，「気が重い」と
答えた帰国者は５１％（31/61）おり（図１３参照)，そ
の理由としては「遠すぎる」「体が疲れる」などをあ
げている．日本語が不自由であることは帰国者の住生
活向上のネックとなっているにもかかわらず，語学を
習得するなどの目的で設置された施設を利用すること
に抵抗を感じている帰国者が少なからずいる．また，
年齢によっては，センターで得た日本語に関する知識
をすぐ忘れてしまう場合がある．ただし，ヒアリング
調査では「再度センターに入所し勉強したい」という
声も聞かれた．
一方，センターにおいて行われる研修内容のあり方
についても工夫が必要である．たとえば，大阪の中国
帰国者定着促進センター*９（－次センターともいう）
において帰国者を対象に，緊急時（たとえば，火事・
事故等身に危険が迫った時）の対応の仕方についての
指導が行われたという．定着促進センターだけにとど
まらず，自立研修センターにおいても，同様の指導や
訓練を導入すべきであると思われる．緊急時の対応の
仕方はともかく，緊急時に必要な最小限の言葉の使い
方も教育されるべきであると考えられる．
４．要約
本報は，帰国者の住生活上の制度や施設に関する問
題，および今後の課題について明らかにすることを目
的としている．問題点については，下記の２種類に分
類することができる．
（１）自治体における，帰国者の住生活に関わる政策
に関する問題は下記のとおりである．
①国は帰国者向けに「公営住宅への優先入居」の
制度を設けているが，自治体により実施の内容が異な
る．ゆえに公営住宅への優先入居枠の狭い自治体や優
先入居の枠のない自治体において，帰国者の現住宅に
対する満足度が比較的低い．
②現行の帰国者支援対策（自立指導員の派遣等）
は帰国後３年を期限としているが，帰国後３年以上の
帰国者も自立指導員の指導を求めており，３年という
期限は帰国者の要求には必ずしも合っていない．､’1998.1.10付読売新聞による．
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④二次センターにおける帰国者の日本語習得の期
間の延長，およびこのような施設のない自治体におけ
る施設の設置等．また，高齢者や身体的事情のためセ
ンターや日本語教室に通えない帰国者へのボランティ
ア派遣制度の検討．
⑤引き揚げ後３年以上の帰国者世帯にも派遣が行
えるような自立指導員制度のありかた，および指導員
に負担をかけない適切な指導員の配置についての検討．
③帰国者は交通費を支給され，８カ月ほど自立研
修センターにおいて日本語を勉強することができるが，
その期間中に日本語を身に付けられない帰国者も多い．
ゆえにセンターにおける習得期間のあり方が問題であ
ると思われる．
④公営住宅間の住戸間，あるいは地域・自治体間
の住み替え（たとえば，最上階から１階住戸への転居
等）が困難である．とくに，優先入居の制度により住
戸を当てがわれた帰国者層において，住み替えが出来
ず困っている高齢者が少なくない．
（２）施設の充実度に関わる問題は下記のとおりであ
る．
①帰国者の抱えている諸問題の中では，言葉のギ
ャップが最も大きいといえる．ところが中国帰国者に
とって，日本語の習得のための施設や日本語教室は，
設置数や習得期間の点で充実しているとはいえない．
②相互理解やインフォメーションの交流を図るた
めに，７割の帰国者は交流の場を求めている．とくに
帰国後年数が短く，「孤児」や「子女」世帯に必要意
識が高い．現時点ではその機会も場も十分ではない．
以上述べた諸問題の解決のためには，次のような課
題が考えられる．
①帰国者本人の自立しようとする努力を国や自治
体，民間ボランティア団体，一般の日本人がいかに支
援するか．
②中国帰国者の具体的な事情を配慮した上での住
宅供給政策．たとえば，公営住宅への優先入居対象者
の枠の拡大．
③帰国者を閉鎖的な立場から脱出させ，帰国者間
の交流を促すために集いの場をいかに提供するか，ま
た民間ボランティア団体が主催する帰国者のための友
好交流活動への支援方法について．
本報の一部については日本家政学会関西支部におい
て口頭発表を行った（1997.10)．引き続き第２報では，
中国と日本における住文化や生活習慣の違いが帰国者
の住生活に及ぼす影響について報告したい．本研究を
進めるに当たりまして，ご協力くださいました方々に，
深く感謝を申し上げます．
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